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仙台市下水道事業では2009年にアセットマネジメント導入戦略を策定し本格的にアセットマネジメント
の導入に取り組んでいるが、その中ではミッション・ビジョンの設定から苦情や点検の情報収集基準の作

成、リスク評価、意思決定基準の設定など、全体的な取組みを実施中である．特にそれらの取組みを盛り

込んだ業務プロセスの整備は、アセットマネジメントの無理のない形での定着に効果的であるばかりでは

なく、現場のノウハウの継承やガバナンスの向上にも活かすことができる． 
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１． はじめに 

 

 仙台市下水道事業は明治 32 年に供用を開始した全国
3 番目に古い下水道事業である．平成 22 年末現在これ
まで整備してきた管路の延長は 4592kmに達し、有形固
定資産の現在高は 8623 億円となっている．現在汚水処
理施設整備率は 99.7%に達し、今後はこれらの施設の機
能を維持していくことが必要である． 
下水道事業は土木、建築、機械、電気機器といった

多様な設備、施設を所有しており、これらは耐用年数や

利用状況も異なる．資産額の大半を占める土木構造物は

ほとんどが管きょであり、大部分が埋設されているため、

劣化状態の把握が困難かつ高コストである．また今後

20年間に法定耐用年数を超過する管きょは 1000kmを超

え、管きょの破損や道路陥没の増加が懸念されている．

一方処理場やポンプ場はプラントとしての性質を持ち、

管理する機械は種類も管理手法も多種多様であり、電気

機器の故障は予測困難である上に、機械と比較しても短

い期間で機能が陳腐化してしまう．それぞれの施設の耐

用年数もまちまちである． 
これまで下水道事業はインフラの中では後発組で、で

きるだけ早く汚水施設の普及率を上げることに力を注い

できた．一方それらの管きょやポンプ場、処理場を管理

するための予算は現在に至っても十分とは言えず、施設

が増加していてもむしろ予算が減少しているのが現状で

ある．近年では職員削減も進み、マンパワーやノウハウ

の減少も懸念されている．これらのことから仙台市でも

民間企業への委託が進んでいる状況である． 
 このように、多くの課題を持つ下水道事業において、

総合的なマネジメントの必要性が強調されるのは自然な

流れである．しかしその反面複雑な事情を抱えるが故に

その導入は困難を伴う．仙台市でも平成 18 年よりアセ
ットマネジメント導入の検討を始めたが、当時はデータ

収集の基準も確立されておらず、予算と人員と知識が不

足する中で導入作業も進まない状況であった． 
 そこで仙台市では平成 20 年に資産管理戦略室を設置
し、アセットマネジメント導入に関して専任体制を確保

する一方、アセットマネジメント導入戦略を策定してア

セットマネジメントシステムの包括的な導入に着手した． 
 本稿ではまず、導入戦略の内容とその実施手法につい

 図-1 仙台市の管きょ年ごと敷設延長 
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て概説し、さらに導入戦略でも重点を置いている業務プ

ロセスの整備と今後の展開について詳説する． 
 
 
２． アセットマネジメント導入戦略の策定と実施 

 
これまで述べてきたように仙台市においてはアセット

マネジメントを導入するには種々の課題があり、それら

を短期間で解決するのは困難で、手当たり次第に取組み

を進めてもうまくいかないことがわかっていた．そのた

め、アセットマネジメント導入を本格的に開始する前に

課題を洗い出し、海外事業者とのベンチマーキングを通

じて優良事例とのギャップを分析し、それを埋めるため

の個別戦略を検討した上で、それらの実施の手順とスケ

ジュールを網羅した導入戦略を策定した． 
ベンチマーキングは都市として同規模であり、地形や

直営での事業実施など多くの共通点を持つオーストラリ

ア・ブリスベン市の上下水道事業との間で行い、本市内

部で事前に行ったワークショップで抽出された課題につ

いて、インタビューを行った．その結果、目標や指標の

管理体系の明確化や業務プロセス整備、リスクマネジメ

ントの導入等について必要性が認識された． 
このようにして策定されたアセットマネジメント（シ

ステム）導入戦略は、多くの点で仙台市下水道事業に業

務の改善を要求する内容となっている．以下にその内容

と現時点での展開状況を述べる． 

（1） 目標管理 
アセットマネジメントの基本となる目標の設定につい

て、本市ではビジョン及び経営指標の設定を行った．ビ

ジョンはトリプルボトムラインの考え方に基づき、市民、

環境、経営の３つの観点から定めており、それらのビジ

ョンを達成するための戦略とその達成度を把握するため

の経営指標についてはバランススコアカードの手法を用

いて定めた．現在はそれらの経営指標に関連して、実際

の業務を行う際の業務目標と業務指標について、現場各

課の職員によるワークショップによる策定を進めている

ところである．これにより日々の業務が経営管理指標の

向上にどのように貢献するかを明確にし、アセットマネ

ジメントに必要な業務の着実な遂行と経営やサービスレ

ベルの改善を目指している． 

（2） 網羅的管きょ調査 
本市の管路施設は総延長 4592kmに及ぶため、短期間
での全数を対象とした調査は時間的にも費用的にも現実

的ではない．そこで統計的な考え方を取り入れ、抽出検

査を実施することで少ない調査延長で網羅的に管路の状

態把握をすることとした．具体的には、既存のカメラ調

査結果を基に、管路施設を①経過年数、②管種、③排水

種別、④施工方法の属性により複数のグループに分け、

それぞれのグループに属する管路のうち 7.5％の延長を
調査すれば統計的にグループ全体の劣化傾向が把握でき

ることを確認し、平成 22年度からの 3年間で約 300km
のカメラ調査を集中的に実施する計画を立てた．震災に

より 1年間計画の完了が延期されているが、調査結果は
得られ次第、管種ごとの劣化曲線の作成及びリスクにお

ける発生確率の基礎データとすることとしている． 
（3） 調査や点検の基準作成 
 アセットに関する情報は日々行われる維持管理業務か

ら不断に収集される．しかし情報をただ集めているだけ

では利用するのは困難であり、保全計画に利用する観点

から情報収集の基準を定めておく必要がある．そこで仙

台市では苦情や故障時、点検時に記録すべき情報（対象

施設、日時、故障モード、故障原因等）を、管路やプラ

ント設備について、保全計画策定や長寿命化等の実際の

業務の観点から整理し、現段階で収集可能な内容を取り

まとめた．それらの内容は ITシステム整備の際や後述
する業務プロセス整備の際に内容や収集時期等を反映し

ている． 
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図-2 アセットマネジメント導入戦略におけるPDCA概念図 

図-3 ビジョンから業務指標への展開イメージ 
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（4）リスクマネジメント 
仙台市では管路や設備それぞれについてリスク評価の

基準を定め、評価を実施している．リスクマネジメント

の国際規格である ISO31000 によるとリスクは「目標が
達成できない場合の影響」であることから、上に述べた

ビジョン等を参考に、「市民」「環境」「経営」の観点

について施設にどのようなリスクが存在するかについて

検討した．さらにそれらのリスクがどのような影響を持

つかについて検討し、リスク評価に用いる項目を定めた．

たとえば道路陥没というリスク項目がある場合、その影

響は交通量で測れるが、実際には交通量がわかっている

路線は少ないため、代替として舗装種別を評価項目とし

て採用している．このように施設不具合による影響は簡

単のため、目標への影響や実際の業務を考えつつも、管

路の属性をベースに算定できるようにしている．実際の

リスク評価はリスクによる影響を縦軸に、リスクの発生

確率を横軸にとった 5×5のマトリクスで行うことにし
ている．施設不具合の発生確率については、破損や劣化

など施設そのものの寿命に影響を与える構造的なリスク

と、修繕や清掃などが必要だが更新等は考えない機能的

なリスクに便宜的に分けて評価を行うこととしている．

不具合の発生確率については現時点で十分なデータが集

まっている状態ではないため、振動などの定量的なデー

タと健全度のような定性的な情報、さらには現場職員の

経験等を総合して評価することとしている．現在は定め

られたリスク評価基準に基づいて管きょや設備のリスク

を算出している段階であり、今後算出されたリスクを用

いて保全や投資の優先順位の設定を行う予定である． 
またリスクを用いた保全手法決定の方法である信頼性

重視保全（RCM）手法も広く動機器全般で採用してい
る．RCM は設備において部位ごとに故障モード影響解
析を行い、その結果を用いて、定められたフローチャー

トに従って「時間基準保全」「状態監視保全」「事後保

全」等の保全の方針と保全の周期を決定していく手法で

ある．現時点では故障発生確率等について満足なデータ

が得られていないため、職員によるワークショップを通

じて経験的な知見を抽出するとともに、必要な対処方法

等についても簡単に選定できるフローチャートを作成し

た．これにより職員の暗黙知の抽出と RCMのノウハウ
の習得という両面の効果が得られている． 

 
 
（5） 状態監視保全 
下水道事業において状態監視保全というとこれまで五

感による検査のほかは一部振動等が計測されているだけ

で、保全の時期等が定量的なデータで決められている事

例は少ない．仙台市では RCMを採用するに当たり、状
態監視保全の選択可能性を追求するため、アセットマネ

ジメント導入業務の支援を委託している千代田アドバン

ストソリューションズと共同研究を行った．これにより、

振動と AE（アコースティックエミッション）を用いて、
下水道で用いているポンプ等についても余寿命予測や保

全のタイミングの決定が可能であることがわかった．実

際震災後に振動法を用いてポンプの状態のチェックを行

い、一部について被災の影響を認めている．現在、本格

的に振動等の状態監視保全を行う対象設備と実際の選定

フローを検討しているところである． 
（6） 計画策定プロセスと保全計画作成 
ここまで述べた目標やそれに基づくリスクの情報は意

思決定や優先順位判断を行う際に用いられる．これらの

情報を盛り込んだ保全や投資の計画を作成するためのプ

ロセスを作成した．特に更新工事は保全と投資の性質を

併せ持つため、保全計画と投資計画双方でその情報を所

有する必要があり、そのために更新の優先順位を両方の

計画で判断できるようなフローを作成している．仙台市

においてはアセットマネジメントによって定められた保

図-5 RCMによるロジックツリー 
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図-4 リスク評価マトリクスの例 

A

市民生活
（溢水量）

外部影響

EB

５年以上 １年以上

に１回 に１回

１５年以上

に１回

C D

L ［C-4］

M ［C-5］

L ［B-3］

5

4

3

H ［E-1］

H ［E-2］

H ［E-3］

H ［E-4］

L ［B-5］ M ［C-6］ H ［D-5］

N ［B-1］

N ［B-2］

N ［C-1］

N ［C-2］ L ［D-2］

M ［D-3］

M ［D-4］

L ［A-5］

L ［B-4］

N ［A-1］

N ［A-2］

N ［A-3］

L ［A-4］

故 障 発 生 頻 度

H ［E-5］

L ［D-1］

5,000万円
以上

1,000万円
以上

100万円
以上

10,000m3
以上

1,000mm3
以上

100,000m3
以上

2

1

100m3
以上

100m3
未満

50万円
以上

50万円
未満

　　１年未満
に１回以上　

　　３０年以上
５年未満１５年未満３０年未満

に１回　コ ス ト
（修繕費）

内部影響

図-6 保全と投資の計画策定の流れ概念図 
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全等の計画は、基本計画や中期経営計画、単年度の予算

計画にその内容が反映される予定である．現在これらの

プロセスと意思決定に用いる基準の適用可能性の検証を

行っているところであり、有効性を確認した上で来年度

から正式にプロセスを稼動することとしている． 
（7） システム整備 
 仙台市ではもともと設計積算システムと財務会計シ

ステムや固定資産台帳等の連携を考えながら整備を進め

てきたため、アセットマネジメントの基盤となる情報は

ある程度存在していた．これらに加えて利用しやすい地

図情報システム（GIS）や維持管理情報を蓄積する管路
維持台帳など、新たなシステムを導入し、アセットマネ

ジメントを行う体制を整えている． 

特に下水道資産は大半を管きょが占めているため、地

図情報の把握と利用も不可欠であることから、仙台市で

は平成 8年度より GISの整備を進めてきたが、平成 21
年度に新たに汎用性があり利用しやすいGISを採用し、
データ整備を引き続き進めている．このシステムにより

データの蓄積や解析、表示機能が向上したことで、東日

本大震災の被害調査等にも大きな効果を発揮したほか、

管きょの属性を利用したリスクデータの整備が容易にな

った． 

 
図-7 震災時に活用されたGIS 

 
 
仙台市ではこれらの取組みにあたって、ワークショッ

プ等により現場や幹部職員の意見を抽出する形で進めて

いる．具体的には個別の取組みごとに分科会を設置し、

検討を行っているほか、幹部による運営委員会を組織し

て、意思決定機関としている．これらの仕組みは導入期

間が終了した後も継続して、アセットマネジメントシス

テム改善やマネジメントレビューに生かしていく予定で

ある． 
 
 
３． 業務プロセス整備と今後の展開 

 

仙台市下水道事業のアセットマネジメントにおいては、

当初より業務プロセス整備を重視しており、この点では

公共事業を担当する部署としては珍しい取組みと考えて

いる． 

業務プロセスとは仕事を行う流れやそれに伴う役割分

担などを指す．個人の経験に依っていた業務を定型化し

業務プロセスとして整備する際には実際の流れをヒアリ

ングし、最適な内容として整備しなおすこととなる．そ

のため仕事の流れを標準化し、確実な実施を担保するこ

とができるほかに、職務の効率化や現場のノウハウの抽

出を行うことができる． 

アセットマネジメントを導入する場合、これまで行っ

ていない情報収集を行ったり、新たな基準を用いて意思

決定を行ったりすることから、業務の手順や内容が変わ

る場合が多く、これまでの組織の枠にとらわれていては

導入が進まない場合もある．またアセットマネジメント

においては、リスクや資産の状態などの技術的な情報を

コストや予算といった財務的情報とつなぐための業務の

連携を考える必要がある．仙台市ではアセットマネジメ

ントの導入をスムーズに行い、今後の業務管理を行いや

すくするために、現時点の業務の流れを分析して手順や

役割分担等のプロセスにまとめ、アセットマネジメント

で必要な情報収集のタイミングや計画策定フローなどの

変更点を盛り込んだ上で「あるべき」業務プロセスを新

たに作成した． 

このような取組みは、管路の維持管理を行う部署であ

る下水道管理センターで先行的に進められ、既に新たな

業務プロセスに従った業務の執行を行っている．同セン

ターでは新たに苦情や調査の情報を入力する管路維持台

帳システムを新しい業務プロセスに合わせて整備し、シ

ステム入力のタイミングを業務プロセス上に定める一方、

業務に用いる指示書などを入力した情報を用いて作成で

きるようにすることで、業務を効率化する取組みも並行

して行われた．また逆に指示書をシステムから印刷させ

る際に、情報入力されていないと指示できないようにす

る等の制限を設けることで、職員による着実な情報入力

と業務プロセスどおりの職務実行を、あまり職員が意識

図-8 業務プロセスの例 
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しない形で実現した．さらには所属長によるチェック機

能を整理・明確化し、作業の遅れや情報の漏れを減らす

ことに努めている． 

情報はアセットマネジメント導入戦略の中で整備され

た情報の収集基準に従って入力されている．これらの情

報はリスク評価やそれに基づく計画策定に利用されるこ

とになっている． 

現在これらの仕組みを使って、半年間で 1500 件を超

える情報が蓄積されている．また業務プロセスの改善に

伴い決裁の省略等も行うことで、業務の効率化とスピー

ドアップも図られている．さらには業務手法やシステム

の改善提案が業務プロセスを参照しながら行われている

ほか、業務プロセスそのものの修正提案も行われ、アセ

ットマネジメントの通常業務への定着が業務プロセスの

導入によってもたらされるという想定どおりの結果が得

られている． 

また２．(1)に述べた業務目標と業務指標は、この業

務プロセスとも関連づけて整備を進めることとしており、

これによりアセットマネジメントの一つ一つの業務の評

価が可能になると考えている．今後はさらに業務プロセ

スの実行と改善をサポートするため、ネットワーク上で

業務プロセスに従った業務の執行をサポートする業務フ

ローシステムの導入を予定しており、業務プロセスの着

実な実行と改善の促進、さらには情報の流れの可視化を

進める予定である． 

  

 このように業務プロセス整備を中心にアセットマネジ

メント導入を進めることで、アセットマネジメントの導

入がスムーズかつ確実になるほか、他にも次のような利

点があると考えている． 

（1） 他部署への展開 

 業務プロセスを通じてアセットマネジメント導入後の

業務のあるべき姿が明文化された形で明らかになるため、

他の組織で仙台市下水道事業の成果を応用しやすくなる． 

（2） 規格への対応 

 現在アセットマネジメントの国際規格であるISO5500x

シリーズの策定が進んでいるが、規格制定後はJIS化さ

れるとともに認証制度も発足する見込みである．このよ

うな規格に基づいてアセットマネジメント実施が判断さ

れる場合、プロセスの明確化と文書化が要求される可能

性が高い．業務プロセス整備により規格ができた場合に

迅速に対応できる． 

（3） 国際展開 

 アセットマネジメント導入を通じて、下水道事業実施

のための業務プロセスを明確化することにより、将来的

には日本の下水道事業の得意分野や海外事業との相違点

がこれまでとは異なる角度から明らかになると考えてい

る．海外で下水道事業を運営する際には役割分担や作業

手順を明示することが必要となるため、下水道事業の業

務プロセスをアセットマネジメントを盛り込んだあるべ

き姿で整備しておくことにより、下水道事業の国際展開

が容易になると考えている． 

 

４． おわりに 

 

仙台市では以上のように現在アセットマネジメントシ

ステムの確立に向けて、下水道事業全体で取組みを続け

ているところである．これまで紹介したように既に業務

プロセスが定められ、システムの運用が行われている部

署では、それらを用いて維持情報の入力や業務の継続的

改善が順調に行われている． 
また RCMや状態監視保全手法開発、業務プロセスの
整備等の取組みは、職員の能力向上や暗黙知の抽出にも

効果があることがわかった．これらの知見は新たに業務

プロセスや手引きに反映され、他の部署にも還元してい

くこととしている． 
IT システムについては整備された機能から順番に開
放され、改善されたGIS等はリスク評価や震災時の被害
調査や復旧作業にその効果を遺憾なく発揮している．ま

た今後は定められた目標管理の仕組みによってアセット

マネジメントの成果がモニタリングされていくはずであ

る． 
仙台市下水道事業のアセットマネジメントは平成 25
年度から本格適用としており、それを目指した整備が行

われている．しかしアセットマネジメントシステムには

もともと継続的な改善が盛り込まれていて、仙台市の場

合も平成 25年度で完成という類のものではない。その
ため、また新たに整備目標とロードマップを作成して、

アセットマネジメントシステムのさらなる向上に努めて

いきたいと考えている． 
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